
第１７期

営業報 告 書

自平成２９年４月１日
Ｐ●

至平成３０年３月３１日

島根県益田市虫追町ロ320-100

株式会社きのこハウス



５．

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

０
８
７
０
２
７
９
０
０
８
０
０
０
７

０
８
１
８
７
２
１
２
４
６
２
５
８
９

（

８
２
９
７
３
７
５
１
４
６
４
７
８
６

５１４，

２４２，

３１４，

０５７，

３４４，

０４７，

３２１，

０６０，

８２９，

９４０，

７００，

６４２，

２７８，

２０１，

，
，
，
，
１
９
，
，
１
９
，
，
１
１

，
○
○
○
ウ
ー
員
〕
１
エ
ハ
罰
》
（
ｍ
〕
員
』
ん
詮
○
色
１
上
１
上
寸
上
’
１
上

書
犯
詮
司
Ｉ
一
寸
上
司
ユ
－
エ

１４７，８８４，４８０円総売上高１４７，８８

.※株式会社キヌヤは益田青果から納入

Ｚ

主な販売先

株式会社丸久

Ｙフーズ株式会社

益田青果株式会社

出雲大同青果株式会社

松江合同青果株式会社

株式会社ニシムラ

株式会社浜田青果市場

株式会社きのこ屋本舗

小野田中央青果株式会社

京都青果合同株式会社

株式会社全国観光公社

有限会社オーエム産業

広印広島青果株式会社

イオン益田店
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第１７期の実績及び評価

はじめに

第１７期の目標は確実な生産量の管理と消費者の方から信頼される高品質

の製品を提供する。売り上げ額は１億５，６００万円とし、経常利益では黒

字体質の経営を確立する。計画的な茸の生産と利用者雇用に必要な収益作業

を支援する社員数を必要最小限の人員配置にする。製造費用では数々の節減

対策を実施し、僅かであるが６８万円の黒字目標を掲げ運営してきた。

結果、純売上高は１億４，，７８８万円で当期目標に対して８１２万円下回

り、前年比較でも５１６万円下回り、計画目標に到達できなかった。

また、経費節減対策については年度途中からの実行で思うような効果が上

がらず、夏時期の収穫減もあって第１６期の純損失を大きく上回る６１４万

円の純損失となった。

会社は、平成１９年１０月に島根県から障害者自立支援法に基づく就労継

続支援Ａ型事業所の指定、平成２０年６月には益田市の施設となり、益田市

から指定管理者の指定を受け今日まで運営している。

運営条件である売上金から材料費、経費を差し引いた残額が利用者賃金の

支払額以上であり、当該項目については達成でき、健全運営であった。

収益作業に従事する就業者数は１２名以下とされているが、病気等による

長期休暇により作業が追い付かない事態も生じたため、生産、出荷量の計画
目標を減じ

となり島根

なお、次

２名が常態的な過配置

正指示がされた。

う旨、回答している。

１経営状況について

第１７期は６１４万円の純損失となったが、売上高低下の主な原因として

は７月～９月にかけて外気温が異常に高く雑菌の繁殖が抑えられず生育まで

の条件が整わなかったことが挙げられる。

秋からの茸需要は高まったが、出荷先へは年間同一価格を設定し、高品質

蝋繍吉臓嬢置いた収益方針としてきたため鴎
経費については、年度途中から材料費の値上げもあり削減計画は目論見ど

おりの実績が達成されず、加えて１月中旬からの異常寒波時に於いては水道

管の破裂対策として夜間の時間帯で蛇口を開口する措置を延べ５日間行った

ことによる水道料金の支払いも増加した。
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また、フォークリフトのタイヤ交換、高圧殺菌釜の経年劣化腐食による水

蒸気噴出箇所修理、４ｔトラックの修理、含水量計器の更改、温水器部品の

交換等、益田市との協議事項（２０万円以上）に該当しない多くの修繕費を

要した。

最初の作業段階で培地を殺菌するために大事な機器類である高圧殺菌釜用

ボイラーについては耐用年数５年を大幅に経過し部品調達も難しい機器であ

ったが益田市により更改され、更に修理費が嵩んでいた掻き出し機、汲み上

げ不良だった地下水汲み上げポンプも更改して頂いたことで修理費及び水道

料金が大幅に縮小された。

なお、第１７期の製造原価では値上げされた運送費、材料費、燃料費の支

出合計額が前年比較で２８７万円増加しており、次年度以降も支出増となる

ことを考慮した計画設定が必要である。

２月に入り包装資材、運送費、重油価格、おが粉購入費等が相次いで値上

げ申請され、経費が売上高を上回ることが懸念されたため、２月１８日出荷

分から茸の販売価格を各製品２円の値上げに踏み切ることとなった。
このことで２月期の販売収入が１，４１４万円、前月比１１５．５％、３

月期は収入１，４７８万円、前々月比１２０．７％の収益増となった。

売上金の減収時期の資金繰りは代表取締役からの投入資金を得たことによ

り、金融機関からの資金融資に対する毎月の支払いや材料費、経費、管理費
等の支払いも滞らせることなく運営することができた．

金銭債務については、貸借関係にある関係者分について請求書発行に基づ

く返済が相互に行われ、全額返済には至らなかったが債務者間で一定の調整
整理を図った°

おって、第１７期末の累積債務は貸借対照表のとおりであるが、第１８期

において大きな減収原因となる事象が生じない限り経営黒字となる対策は整
えている。

２生産の安定化と営業体制について

前期の収穫量４８７ｔに対して今期は５６ｔ減の４３１ｔであったが、猛

暑が続く厳しい自然環境下での調整管理は評価すべきと言える。
８月に接種した２万４千本のピンが雑菌に襲われ、１１月にも生育室一部

屋分が雑菌の繁殖により生育不良に見舞われた。

考えられる原因は異常気象による気温の変化に温度、湿度調整が問に合わ

ず、雑菌の繁殖を抑えることができなかったこと、外気温が異常に高かった

時期に培養段階で熱交換システムの温度、湿度調整が利かず、紙フィルター

方式の機器では対応できなかったことが考えられる。
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３売上増加と販売体制の強化について

前年度の取引先は㈱丸久をはじめ４８ケ所あり、周辺地域では浜田青果市

場（構成比４．３％）の対前年売上が１７１％、益田青果（構成比１１．

７％）で対前年売上１３０．８％となっており、商品の品質、信頼性が高ま

っていると評価される。

また、㈱ジャステイスの仲介により大手スーパー「イオン益田店、大田店、

出雲店」への出荷も始まり、大きく販路が拡大している。

なお、包装作業担当者に急な休暇等があっても、超過勤務等の協力により

販売先への出荷不履行は現在まで発生した実態はない。

青果市場への出荷はスーパー等への直送に比べて安価な値段となるため、

発送量の多さが売り上げ増に比例していない実態がある。

また、東京市場への出荷は「出雲空港」からの航空便利用のため運送コス

トが高騰することから今年度は出荷を見合わせた。

しかし、市場の大きい都市との繋がりは将来的に高収益に転じる可能性も

秘めており、近隣市場で需要の少ない時期に大量納入が見込めることも視野

に入れているものの、近畿方面へは生産量に余裕がある時期に限って出荷要

請に応じているのが現状である。

地産地消への販売活動については、地元スーパーの地産コーナーに商品を

提供し販売を行なう方法で売り上げ成果を挙げてきた。

試食販売については地元スーパーからも要請されており、商品の広告のみ

ならず、購入動機として効果的な販売として㈱ジャステイスとの随意契約に

より販売員を配置し取り組みを実施した。

４労働条件改善「働き方改革」について

就業規則について、平成２９年１０月から期間の定めがある労働契約で雇

用する従業員のうち、５年を超える者について「無期労働契約の転換」条項

を追加挿入した。

また、賃金規程にある賃金計算の取り扱いで「父母、配偶者、子女」が他

界されたとき無給休暇としていた慶弔休暇の項目について無給を削除した。

なお、育児・介護休業規程では、１歳６カ月を２歳に変更し、労働基準監

督署に届出を行ない１０月から運用開始した。

人件費においては島根県の最低賃金が一時間２２円引き上げられ７４０円

となり、時給制社員の時給も３０円引き上げ７８０円とした。このことによ

り、１１月期支払分から３月期までの支払増加額は、利用者賃金約５２万円、

時給制社員賃金が約２３万円となった。

社員の処遇については、厚生労働省の告示及び算定基準による障害福祉サ

ービス等、報酬改定において福祉・介護職員処遇改善特別加算の拡充がされ、
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